
（平成２２年１１月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡国民年金 事案 1284                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年２月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から同年８月まで 

私が所持している年金手帳では、申立期間は国民年金の加入期間となっ

ているのに、日本年金機構の記録では未加入期間とされているのは、納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の所持する年金手帳に申立期間は国民年金の加入期間と記

載されており、国民年金保険料を納付していた記憶があると述べているとこ

ろ、申立人が所持する国民年金手帳（昭和 44 年及び 47 年発行）から、申立

人の主張するとおり記載が確認できるほか、申立人は、申立期間当時、厚生

年金保険等の被用者年金に加入した記憶も海外に住所を移した記憶も無いと

しており、オンライン記録でも、申立人に係る別の年金記録は見当たらない

ことから、強制加入被保険者の資格を喪失する理由が不明であり、申立期間

が未加入とされているのは不自然である。 

また、ⅰ）国民年金手帳記号番号払出簿の備考欄に、申立人が昭和 45 年

10 月にほかの自治体に住所を異動した旨の記載があるが、申立人は同自治体

に異動した記憶は無く、同時期に申立人の妹が同自治体に異動したとしてい

ること、ⅱ）申立人の妹について、平成 21 年９月に、未統合の厚生年金保険

被保険者期間が見つかり、記録が統合されているが、この厚生年金保険被保

険者資格の得喪（昭和 45 年２月１日取得、同年９月 17 日喪失）が、申立人

の申立期間に係る国民年金被保険者資格の得喪（昭和 45年２月１日喪失、同

年９月 18日再取得）と符合することから、申立期間は、申立人の妹の厚生年

金保険被保険者資格の得喪に係る記録が申立人に係る記録として誤認された



  

ことにより、未加入期間とされたものと推認できる。 

さらに、申立期間は７か月と短期間である上、申立期間以外の期間は、そ

の前後の期間も含めてすべて納付済みであり、平成９年度から 15年度までの

期間は保険料を前納しているなど、保険料の納付意識も高いと言えることか

ら、申立期間当時、保険料が納付されていたと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を平成 17 年５月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年４月 15日から同年５月 15日まで 

社会保険事務所（当時）に年金記録の内容を確認したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険の加入記録が確認できないとの回答を得た。 

申立期間はＡ事業所に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ事業所が保管する賃金台帳及び申立人の平成 17 年

４月分の厚生年金保険料の自己負担分を徴収したことが確認できる領収書の写

し並びにＡ事業所の回答から、申立人は、Ａ事業所に平成 17 年５月 14 日まで

継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を給与より控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所の保管す

る領収書の写しにおける厚生年金保険料控除額及びＡ事業所における平成 17

年３月のオンライン記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は厚生年金保険被保険者資格喪失届の資格喪失日の記載を平成

17 年５月 15 日とすべきところ、同年４月 16 日として誤った届出を行ったこ

とを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険

料について納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも



  

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1395 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録について

は、平成 12 年 12 月は 32 万円、13 年１月から同年６月までは 30 万円、同年

７月は 41 万円、同年８月は 24 万円、同年９月は 41 万円、同年 10 月は 24 万

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間①に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所におけ

る資格喪失日に係る記録を平成 13 年 12 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を 59万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 平成 12年 12月１日から 13 年 11月 30日まで 

② 平成 13年 11月 30日から同年 12月１日まで 

申立期間①について、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の標準報酬

月額について照会したところ、Ａ事業所における当該期間の標準報酬月額は、

給料支払明細書の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額に比べて低額

であることが分かったので、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額に

訂正してほしい。 

また、申立期間②について、Ａ事業所に係る厚生年金保険の加入記録は無

い旨の回答を社会保険事務所から得たが、当該事業所で継続して勤務してお

り、給料支払明細書から厚生年金保険料の控除が確認できるので、申立期間

②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



  

申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①の標準報酬月額については、申立人が提出

した平成 12 年 12 月から 13 年 10 月までの給料支払明細書から、12 年 12 月は

32 万円、13 年１月から同年６月までは 30 万円、同年７月は 41 万円、同年８

月は 24 万円、同年９月は 41 万円、同年 10 月は 24 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、給料支払明細書で確認できる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録から確認できる標準報酬月額が申立期間①を通じて一致してい

ないことから、事業主は、給料支払明細書で確認できる保険料控除額に見合う

報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人が提出した平成 13 年 11 月の給料支払明細書及

び雇用保険の記録並びに元同僚の証言から判断すると、申立人は、Ａ事業所に

同年 11 月 30 日まで継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、平成 13 年 11 月の給料支払明

細書の厚生年金保険料控除額から、59万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成 13 年 12 月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 11 月 30 日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から

行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

 



  

静岡国民年金 事案 1285                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年９月から３年３月まで 

私は、20 歳当時は学生で親元を離れていたが、平成２年３月まで住民票

は親元の住所に置いたままであった。20 歳を迎えるころに父親から国民年

金加入の勧めの連絡があり、当時、国民年金への加入は任意であったが、

将来少しでも加入期間が長い方が良いとの意向で父親が役場にて加入手続

を行った。保険料納付については、毎月の生活費の仕送り額に国民年金保

険料を上乗せした金額が自分名義の郵便局口座に振り込まれ、そこから保

険料分を引き出し、主に銀行及び郵便局の窓口で毎月遅れずに納付した。

保険料を納付していた記憶が鮮明に残っており、申立期間が未加入となっ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳当時は住民票を親元に置いていた状態であったため、その

父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料の納付について

は、住民票を親元に置いたままとしていた平成２年３月までは銀行で、住民

票を親元から他市に移した同年４月以降は郵便局で、申立人自身が納付して

いたと述べているところ、申立期間当時、現年度保険料を金融機関で納付す

る場合は、住民登録をしている市町村が指定する金融機関で納付することと

されており、申立人が述べる納付場所は、いずれも申立人が申立期間当時住

民登録していた２市の指定金融機関ではなかったことから、申立人が述べる

方法で申立期間の保険料が納付されたことを推認することは困難である。 

また、申立人が所持する年金手帳を見ると、平成３年４月１日付けの国民

年金被保険者資格取得に係る届出が同年同月 30 日に行われた旨の記載があ

り、申立人に対して、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ



  

れたことも確認できないことから、このころ初めて国民年金の加入手続が行

われたことが推認できるところ、申立人は申立期間当時、学生であったこと

から、国民年金への加入は任意であり、制度上、さかのぼって国民年金被保

険者資格を取得することはできない。このため、申立期間は国民年金の未加

入期間となることから、申立人は当該期間の保険料を納付することはできな

かったと考えられる。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1286                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年９月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年９月から同年 11月まで 

私は、平成７年９月の退職後、国民年金に加入し保険料を納付するつも

りはなかったが、私の母が市役所に行き保険料を納付してくれたはずなの

で、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に

直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母は、加入手続及び保

険料納付についての記憶が明確でないことから、申立期間当時の状況は不明

である。 

また、申立人の居住する市の被保険者名簿（電算記録）から、申立人は、

平成 10 年３月 20 日の届出により、申立期間に係る国民年金被保険者資格を

さかのぼって取得したことが確認でき、このことから申立期間は同届出を行

うまでは未加入期間であったと考えられるほか、同届出時点で、申立期間に

係る保険料は既に時効のため納付することはできない。 

さらに、申立期間は基礎年金番号制度導入（平成９年１月）前であること

から、申立人の母が申立期間当時に加入手続を行った場合、申立人に対して

国民年金手帳記号番号が払い出されていたこととなるところ、申立人に対し

て同記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人の母が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

静岡国民年金 事案 1287                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年２月から２年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年２月から２年３月まで 

私の国民年金加入手続及び保険料納付は、母親が行ってくれたと聞いて

いるが、母親は当時の記憶が無く状況は不明である。申立期間直後の平成

２年４月から４年３月までの２年間の保険料も、当初は未納扱いとされて

いたところ、領収書を提示して納付済みであることを確認してもらった経

緯があるため、申立期間についても納付していたのではないかと考えてお

り、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与

しておらず、申立人の母親が加入手続を行い、申立期間の保険料を納付した

のではないかと述べているところ、その母親も申立期間当時の状況について

は記憶していないとしているため、当時の状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が平成３年２月に払い出されている

ことから、このころ申立人に係る国民年金加入手続が行われ、同手続により

申立人は 20 歳到達時までさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したと

考えられるところ、同加入手続時点では、申立期間は時効前であったため、

さかのぼって保険料を納付することは可能であったが、申立人の所持する領

収書等から、ⅰ）加入手続後、平成２年度及び３年度の保険料は現年度納付

されることは無く、４年 12 月になって、さかのぼって一括で納付されたこ

とが確認できること、ⅱ）平成４年度の保険料も、平成４年４月から同年 10

月までの分が同年 10 月に、申立人の実家の所在町で納付されたことが確認

できることから、申立人に係る最初の保険料納付は４年 10 月であったと考

えても不自然ではなく、この時点では、申立期間は既に時効のため保険料を



  

納付することはできなかった。 

さらに、上記のとおり、申立人及びその母親の主張から当時の状況をうか

がい知ることもできないことから、加入手続直後にさかのぼって申立期間の

保険料が納付されたことまでは推認し難い。 

加えて、申立人が申立期間当時居住していた町の国民年金被保険者カード

にも、申立期間について納付済みとの記載は無い上、平成４年 10 月に実家

の所在町から転出後、現在まで居住している市の国民年金電算記録でも申立

期間は未納期間とされており、オンライン記録との齟齬
そ ご

も無い。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1288                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年 11 月から平成３年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 11月から平成３年３月まで 

私は、20 歳の時に国民年金保険料の納付書が郵送されてきたため、母親

に相談したところ、母親から、20 歳になったら国民年金に強制加入するも

のであるとの説明を受け、市役所で加入手続を行い、その後は、郵送され

てくる納付書により毎月市役所で保険料を納付していた。 

申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳の時から国民年金保険料の納付書が郵送されてくるように

なり、同納付書により、毎月、市役所で保険料を納付していたと述べている

ところ、申立人の前後の国民年金手帳記号番号の被保険者の保険料納付状況

等から、申立人の同記号番号は、平成３年４月ごろに払い出されたものとみ

られ、申立人に対して別の同記号番号が払い出された形跡も見当たらないこ

とから、このころ初めて被保険者資格を取得したものと推認される。このこ

とから、申立人に対して同記号番号が払い出された同年同月ごろまで、申立

人は国民年金に未加入であったことになり、納付書は発行されず、保険料を

納付することもできなかったと考えられる。 

また、申立人が所持する年金手帳には、初めて被保険者になった日として

平成３年４月１日と記載されている上、申立人が申立期間当時居住していた

市の被保険者名簿等でも、資格取得日は同年同月同日と記載され、申立期間

は国民年金に未加入であったことを示しており、オンライン記録との齟齬
そ ご

も

無い。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料として毎月１万円程度を納付してい

たと記憶しているところ、申立人の記憶する納付月額は申立期間当時の実際



  

の保険料月額とは相違している上、オンライン記録上、申立人が保険料を納

付したとされている平成３年度（平成３年４月から４年１月まで納付済み）

の保険料月額に近似していることから、この納付を申立期間に係る納付とし

て混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告

書、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1289                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14 年 11 月から 16 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14年 11月から 16年３月まで 

私は、申立期間の保険料を毎月、区役所や郵便局で納付し、勤務先で保

険料控除申告（年末調整）を行っていた。また、未納となっていた期間

（申立期間外）については、催告状が届いたことを契機に、さかのぼって

納付した。申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、毎月、区役所や郵便局で

納付しており、勤務先で「給与所得者の保険料控除申告書」を提出し、申立

期間において納付した保険料を申告していたと述べているところ、申立人の

平成 15 から 17 年度に係る「市民税・県民税の課税証明書」から確認できる

社会保険料控除額（国民年金保険料額及び申立人が当時加入していた国民健

康保険料額等を合算した金額）は、申立期間の保険料を含んだ金額としては

少額（当時の国民年金保険料は、毎月納付の場合、年間 15 万 9,600 円）で

あることから、申立人が申立期間について、毎月、保険料を納付していたこ

とは推認できない。 

また、申立人は、申立期間の保険料を過年度納付した記憶があるともして

いたところ、催告状兼過年度納付書の作成記録から、申立人に対して、平成

17 年６月ごろ、平成 15 年度未納保険料（平成 15 年６月から 16 年３月ま

で）及び 16 年度未納保険料（平成 16 年５月から 17 年３月分まで）の過年

度納付書が同時に発行されたとみられるが、ⅰ）オンライン記録上、申立人

が 16 年５月から 17 年３月までの保険料を過年度納付したとされる同年８月

８日時点で、平成 15 年度分の過年度納付書は使用期限（平成 17 年７月 31

日）を経過していたとみられること、ⅱ）申立人は過年度納付を行ったのは



  

１回のみであったと述べていること、ⅲ）申立人の「平成 17 年分給与所得

者の源泉徴収票」に記載された国民年金保険料額が、オンライン記録上、17

年 12 月までに現年度納付（毎月）したとされる同年４月から 11 月までの期

間の保険料に上記同年８月に過年度納付したとされる 16 年５月から 17 年３

月までの期間の保険料を合算した金額に一致していることから、申立人の過

年度納付に係る記憶も、オンライン記録と矛盾していないものとみられ、申

立期間について過年度納付を行ったことも考え難い。 

さらに、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1290                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年１月から同年３月まで 

私は、昭和 53 年度の保険料を１年分まとめて納付していたところ、54

年３月に引っ越しをした際、転居後の市から受けた納付書で申立期間の保

険料を再度納付しており、申立期間の保険料が二重払いとなっていること

に後から気が付いた。返金を申し出たところ、還付記録があると説明され

たが、還付金を受け取った覚えは無いため、申立期間の保険料を還付して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金保険料領収書により、申立人が昭和 53 年６月

に既に国民年金保険料を納付していた申立期間について、54 年３月に申立人

が住所変更したことに伴い、転出先の市から交付された納付書を用いて、同

年４月に重複して納付したことが認められるところ、この時点で、申立期間

よりも前の期間に係る保険料はすべて納付済みであったことから、過誤納と

なった保険料を充当することができる期間も無かったと考えられ、申立期間

の保険料が還付とされていることに不自然さは認められない。 

また、特殊台帳（マイクロフィルム）によると、昭和 53 年度の摘要欄に

は申立期間が重複納付されていること、備考欄には還付対象時期及び還付金

額が明確に記載されており、これらの記載内容に不合理な点は無く、申立人

に対する申立期間の保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認め

ることはできない。 

 



  

静岡国民年金 事案 1291                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から平成４年３月まで 

私は、昭和 59 年 12 月に会社を退職した後、地元に帰ってきて住民票の

異動届を提出した覚えがある。その後、市役所から国民年金に変更となる

という通知が何度も届き、保険料の納付を勧める電話もあったことから、

市役所で申立期間の保険料を納付したことを記憶している。申立期間が未

加入期間となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年 12 月に会社を退職して地元に帰ってきた後、国民年

金の加入手続を行ったと述べているところ、申立人が所持する年金手帳に記

載されている国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の状況から、申立人の

国民年金手帳記号番号は 60 年１月ごろ払い出されたことがうかがえ、申立

人は、その主張どおり国民年金の加入手続を行ったことがうかがえる。しか

しながら、オンライン記録上、申立人の同記号番号は、昭和 60 年 10 月４日

付けで取り消されており、その後、新たに申立人に対して別の同記号番号が

払い出されたこともうかがえないことから、少なくとも同年同月以降に申立

人に対して納付書が発行されることは無く、保険料を納付することはできな

かったものとみられる。 

また、申立人は、申立期間以外にも長期間の未加入期間及び未納期間があ

る上、平成 14 年 11 月以降の未加入期間についても、16 年８月に適用勧奨状

が作成されているが、申立人が同勧奨に応じた様子は無く、申立人の国民年

金に対する関心及び保険料の納付意識は高かったとは言えないほか、申立人

が申立期間当時、納付したとする保険料月額も、オンライン記録上納付済み

とされている期間の金額であり、申立期間当時の実際の保険料月額からは



  

乖離
か い り

しているなど、申立人が、特に申立期間について保険料を納付したと推

認することも困難である。 

さらに、市の国民年金被保険者名簿でも、申立人が初めて国民年金の被保

険者資格を取得した日は平成 11 年５月 31 日と記載されており、オンライン

記録との齟齬
そ ご

も無い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1396 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月ごろから 48年３月ごろまで 

（Ａ事業所） 

② 昭和 48年１月 15日から同年８月ごろまで 

（Ｂ事業所） 

③ 昭和 51年８月 21日から 52年 12月ごろまで 

（Ｃ事業所） 

④ 昭和 53年１月ごろから 54年８月１日まで 

（Ｄ事業所） 

⑤ 昭和 54年９月 27日から 57年１月ごろまで 

（Ｄ事業所） 

⑥ 昭和 56年ごろから 58年ごろまで 

（Ｅ事業所） 

⑦ 昭和 57年２月ごろから 58年５月１日まで 

（Ｆ事業所） 

⑧ 昭和 59年４月１日から 63年 12月ごろまで 

（Ｆ事業所） 

⑨ 平成元年１月ごろから２年 11月 22日まで 

（Ｇ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得たが、それ

ぞれの事業所にＨ職として勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  （注）申立ては、申立人の内縁の妻が、死亡した申立人の納付記録（年金記

録）の訂正を求めて行ったものである。 



  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 54 年 11 月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所では

ないことが確認でき、当該事業所の取締役は、「申立期間当時、会社は厚生年金

保険に加入していなかった。」と回答している。 

また、Ａ事業所に勤務していた元従業員は、「昭和 48 年ごろからＨ職として

勤務したが、申立人の氏名に覚えは無い。会社が厚生年金保険に加入したのは、

入社後しばらくたってからだった。」と証言している。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年 11

月 10 日から 47 年９月 26 日までの期間及び同年 10 月 26 日から 48 年１月 15 日

までの期間について、他事業所で厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

申立期間②について、Ｂ事業所に勤務していた元同僚の証言から、勤務期間は

特定できないが、申立人が当該事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、当該元同僚がＨ職として一緒に勤務していたとして氏名を挙げた複数

の者についても、オンライン記録において、Ｂ事業所での被保険者記録は確認で

きず、当該事業所では、必ずしもＨ職全員を厚生年金保険に加入させていたわけ

ではないことがうかがえる。 

また、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、昭和 48 年１月

10 日から同年９月 14 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、

申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、Ｂ事業所の元Ｉ職から聴取したが、申立人に関する記憶は無く、元事

務責任者も死亡しており、当該事業所は既に廃業していることから、申立人の当

該事業所における厚生年金保険の適用、保険料控除の状況を確認できる資料を得

ることができなかった。 

申立期間③について、Ｊ健康保険組合は、「Ｃ事業所の被保険者台帳を確認し

たが、申立人が健康保険の被保険者となった記録は無い。」と回答している。 

また、オンライン記録において、申立期間③のうち、昭和 52 年１月１日から

同年７月 31 日までＣ事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき

る元従業員は、「自分と親方の二人がＨ職だった。申立人とは一緒に勤務してい

なかった。」と証言している。 

さらに、Ｃ事業所の元事業主は、「１年以上勤務したＨ職なら記憶しているは

ずだが、申立人の氏名に覚えは無い。」、「Ｈ職はよく入れ替わっていたので、

短期間の勤務の場合は厚生年金保険への加入手続を行わなかった。」と回答して

いる。 

加えて、Ｃ事業所の厚生年金保険被保険者原票により、昭和 50 年 11 月１日か

ら 54 年２月 26 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、申立人

の氏名は見当たらない。 

申立期間④及び⑤について、Ｊ健康保険組合が提出したＤ事業所の被保険者台



  

帳によれば、申立人は、昭和 54 年８月１日に健康保険の被保険者資格を取得し、

同年９月 27 日に資格を喪失しており、当該記録はオンライン記録と一致してい

ることが確認できる。 

また、Ｄ事業所に勤務していた元同僚は、「申立人はＨ職として夏の期間に働

いていた覚えはあるが、長期間は勤務していなかった。」と証言している。 

さらに、Ｄ事業所の元Ｉ職は、「４年間も勤務したＨ職なら覚えているが、申

立人の氏名に覚えは無く、会社は既に廃業しているため、当時の資料は残ってい

ない。」と回答している。 

申立期間⑥について、Ｅ事業所の元顧問社会保険労務士は、「Ｅ事業所の健康

保険及び厚生年金保険の資格取得者を記録した資料で、最初に被保険者となった

者から確認したが、申立人が被保険者となった記録は無い。また、昭和 50 年か

ら 60 年までに雇用保険の被保険者資格を取得した者も調べたが、申立人の氏名

は無かった。」と回答している。 

また、Ｅ事業所の元社会保険事務責任者は、「Ｈ職については、厚生年金保険

への加入を希望した者だけについて手続を行っていた。当時は、厚生年金保険に

加入しないＨ職が多かった。」と証言している。 

さらに、Ｅ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、昭和 54 年３

月 26 日から 59 年１月 21 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認した

が、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間⑦及び⑧について、オンライン記録によると、申立人と同様に、Ｆ事

業所で昭和 58 年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、59 年４月１

日に資格を喪失していることが確認できる元同僚のＨ職は、「自分が先にＦ事業

所で勤務しており、同僚が辞めたので申立人を呼び寄せた。自分が勤務していた

のは１年間ぐらいで、申立人と一緒に退職した。」と証言している。 

また、Ｆ事業所は、「昭和 57 年９月ごろにＨ職が辞めた後の約半年は、複数

のＨ職が入れ替わりで勤務していた。その後に申立人が入社し、勤務していた期

間は１年間ぐらいだったと思う。」と回答しており、昭和 57 年９月まで当該事

業所でＨ職として勤務していたと述べる複数の元従業員に照会したところ、「申

立人と一緒に勤務したことは無かった。」と証言している。 

さらに、Ｆ事業所の顧問社会保険労務士は、「当事務所が保管する基本台帳に

よれば、申立人に係る昭和 59 年４月１日付けの資格喪失届を同年４月９日に社

会保険事務所に郵送した記録がある。」と回答しており、当該事業所の健康保険

厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人の健康保険被保険者証が同年４月 12

日に返納されていることが確認できる。 

加えて、雇用保険の加入記録によれば、申立人は、申立期間⑧のうち、昭和 60

年 12 月１日から 61 年９月 30 日まではＫ事業所で被保険者となっており、62 年

７月 21 日から同年 11 月９日まではＬ事業所で被保険者となっていることが確認

できる。 



  

なお、オンライン記録によれば、Ｋ事業所は厚生年金保険の適用事業所として

確認できず、Ｌ事業所で昭和 61 年６月２日から 62 年 12 月 31 日までに厚生年金

保険の被保険者資格を取得した者は確認できなかった。 

申立期間⑨について、Ｇ事業所が提出した健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得確認通知書によれば、申立人は、平成２年 11 月 22 日に厚生年金保険の被保

険者資格を取得しており、当該記録はオンライン記録と一致していることが確認

できる。 

また、雇用保険の加入記録によれば、申立人のＧ事業所における資格取得日は、

平成２年 11月 22日であることが確認できる。 

さらに、Ｇ事業所の元同僚は、「申立人が入社したのは平成２年ごろだったと

思う。」と証言している。 

加えて、Ｍ会は、「申立人は昭和 62 年 11 月から平成２年６月までＮ事業所で

勤務していた記録がある。」と回答しており、Ｎ事業所に照会したところ、「申

立人は、Ｍ会の紹介で確かに勤務していた。」と回答している。 

なお、オンライン記録によれば、Ｎ事業所が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、平成４年４月１日であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①から⑨までにおける厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 12月３日から 37 年２月 16日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を受給

した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票で、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である昭和 37 年２月 16 日の前後約２年以内に資格を

喪失した被保険者期間を２年以上有する女性は 15 名確認でき、資格喪失後６か

月以内に転職し他の事業所で厚生年金保険に加入していた３名を除く 12 名の脱

退手当金の支給記録を調査したところ、11 名に脱退手当金支給記録があり、その

うちの７名について資格喪失日の約５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされ

ていることを踏まえると､申立人についてもその委任に基づき事業主による代理

請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び

同被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されていると

ともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 37 年７月６日に支給決

定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために

必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回

答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 10月１日から 35 年２月 15日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について

加入記録が確認できないとの回答を得た。しかし、Ａ事業所に勤務し、Ｂの仕

事に従事していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人による詳細な仕事内容の記憶により、勤務期間は特定できないものの、

申立人がＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ事業所は、「当時の社員名簿に申立人氏名の記載はないため正社員

ではなく、厚生年金保険には加入していなかったと考える。」と回答している。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 30

年９月１から 35 年４月１日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認した

が、申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人が同じ職務に就いていたとして挙げた複数の同

僚について、上述の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、これらの

者の氏名は確認できず、上述のＡ事業所の社員名簿にも当該同僚の氏名は記載さ

れていない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年１月 16日から同年２月７日まで 

             ② 平成２年３月１日から３年４月１日まで 

             ③ 平成３年９月２日から同年 11月７日まで 

私は申立期間①及び③にＡ事業所で、申立期間②にＢ事業所でＣ職として採

用されていたが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について

照会したところ、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いとの回答を

得た。 

辞令、源泉徴収票等を提出するので、申立期間①、②及び③を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が提出した辞令、Ｄ調書及び給与明細書から、申

立人が申立期間①においてＡ事業所の代替Ｃ職としてＥ事業所に勤務していたこ

とが確認できる。 

しかし、上述のＤ調書によれば、社会保険は非加入と記載されていることから、

申立期間①において、申立人は、厚生年金保険には加入していなかったことが確

認できる。 

申立期間③について、当該期間に申立人が配属されていたＦ事業所が保管する

申立人に係る辞令及びＤ調書から、申立人が申立期間③において、Ａ事業所の代

替Ｃ職としてＦ事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、申立期間③に係る辞令及びＤ調書は、平成３年９月２日から同年 10

月 27 日までの期間と同年 10 月 28 日から同年 11 月６日までの期間に分けて発行

されており、いずれの調書においても社会保険は非加入と記載されていることが

確認できる。 



  

これらのことについて、Ａ事業所の後継事業所であるＧ事業所は、「Ｃ職を任

用する際には、２か月を超える辞令が発令されたときから、健康保険、厚生年金

保険、雇用保険に加入させる。申立人の場合、申立期間①及び③において、それ

ぞれ２か月に満たない任用期間で発令されているため、厚生年金保険に非加入で

あったと考えられる。」と回答している。 

申立期間②のうち、平成２年３月１日から同年 12 月 31 日までの期間について、

申立人が提出したＢ事業所発行の平成２年分給与所得の源泉徴収票の記録から、

申立人が当該事業所で勤務していたことが確認できる。 

しかし、上述の源泉徴収票をみると、社会保険料等の控除が無いことが確認で

き、Ｂ事業所に照会したところ、「申立人に係る契約書等の保存は無いが、申立

人の所持する源泉徴収票の受給者番号から、申立人は委任契約に基づくＣ職であ

ったことがうかがわれ、雇用契約ではなかったため、厚生年金保険、健康保険及

び雇用保険の加入はしていなかったと考える。」と回答している。 

さらに、申立期間②のうち、平成３年１月１日から同年４月１日までの期間に

ついて、Ｂ事業所に照会したところ、「申立人に係る資料が保存されていないた

め、当該期間において申立人が在籍していたかどうかは不明であるが、当該期間

も引き続き委任Ｃ職として勤務していたのであれば、厚生年金保険には加入して

いなかったと考える。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年４月 10日から 26 年７月 10日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

しかし、申立期間に、Ａ事業所に勤務していたことを証明する在籍証明書及

び厚生年金保険の資格取得日が「昭和 24 年４月 10 日」と記載されている被保

険者証があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所（Ａ事業所の合併後の名称）の職員在職証明書から、申立人が申立期

間についてＡ事業所に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険被保険者証の資格取得年月日欄に「昭和 24 年

４月 10 日」の日付が確認できるため、申立期間は厚生年金保険の被保険者期間

であることは明らかであると主張している。 

しかし、年金事務所が管理する厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿によ

れば、上述の被保険者証に記載された記号番号と同一番号の欄には、申立人と同

一の氏名が確認できるほか、厚生年金保険の資格取得年月日が「26・７・10」と

記録されており、申立人の厚生年金保険被保険者台帳にも、最初の厚生年金保険

の資格取得日として、「26.７.10」と記載されていることが確認できる。 

また、Ａ事業所は、事業所名簿により、昭和 24 年 11 月１日に厚生年金保険の

適用事業所になったことが確認できる。 

さらに、Ｂ事業所に照会したところ、社会保険事務担当者は、「申立人に係る

Ａ事業所における在職期間に厚生年金保険の加入記録が確認できない期間がある。

申立期間当時の事情を知る者がいないため、不一致の理由は分からないが、厚生



  

年金保険に加入していない期間について、厚生年金保険料を控除することはない

と考える。」との回答を得た。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 36年９月 21日まで 

年金事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について

は脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当金を受け取っ

た記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立てに係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手

当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、申立期間の脱退手当

金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約５か月後の昭和 37 年２月 15 日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年８月 20日から 42 年７月 27日まで  

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

Ａ事業所には勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ事業所に勤務していたことを、複数の同僚が記憶しているものの、

申立人のＡ事業所における在籍期間について憶
おぼ

えている者はおらず、申立期間に

おける申立人の勤務状況を確認できる証言も得られなかった。 

また、連絡の取れた元社会保険事務担当者に申立期間当時の社会保険の事務処

理について照会したところ、申立人の氏名に記憶があるとしているものの、「申

立人の厚生年金保険の手続を行った記憶がなく、申立人のＡ事業所での厚生年金

保険の被保険者記録がない理由は分からない。」と回答しており、申立期間にお

ける申立人の厚生年金保険の加入状況を確認できる証言を得ることはできなかっ

た。 

さらに、Ａ事業所は既に廃業しており、当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から確認できる元事業主は既に亡くなっているため、元取締役に照会

したところ、「申立人が行っていたとされる職種の従業員は、厚生年金保険に加

入させる者とそうでない者がいたが、亡くなった当時の事業主が決めていたので、

分からない。」と回答していることから、申立期間当時の厚生年金保険の適用及

び厚生年金保険料の控除について証言及び資料を得ることはできなかった。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 40

年５月１日から 43 年４月１日までに被保険者資格を取得した者を確認したが、



  

申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1403 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年５月１日から 58年６月１日まで  

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の標準報酬月額について照会したと

ころ、申立期間について実際に支給されていた給与の額より低い金額での回答

を得た。 

申立期間について代表取締役である自分が給与の金額を決め、支給していた

ので、標準報酬月額を正しい額に訂正して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額は 20 万円であり、代表取締役である自  

分の標準報酬月額が他の役員の標準報酬月額より低いはずがないと主張している

が、申立人が主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料控除額を確認できる

資料は無い。 

また、申立人が当時のことについてよく記憶している者として名前を挙げた元

役員に照会をしたが、申立人に係る標準報酬月額について確認できる証言を得る

ことはできなかった。 

さらに、申立人は、社会保険事務担当者であり、自ら社会保険事務所に、自身

の標準報酬月額を 20 万円として算定基礎届等を届出たとしているが、それを確

認できる関連資料等は無い。 

加えて、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間の標準報酬月額が遡及
そきゅう

訂正

されるなどの不自然な点は認められない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1404 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年５月１日から 13年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に照会したところ、申立期間について標準報酬月額

が事実と異なっていることがわかった。 

申立期間はＡ事業所の海外現地法人に出向してから、帰国して退職するまで

の期間であり、私が所持している給与明細書によれば、当該期間に給与額の変

動があるのに、厚生年金保険料の控除額が変わっていないので、申立期間の標

準報酬月額を給与に見合う適正な額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 12 年 12 月及び 13 年２月の給与明細書を所持しており、この

うち、申立人が、「海外現地法人に出向していた期間である。」と主張する平成

12 年 12 月の給与明細書において確認できる申立人が得た給与の額及び厚生年金

保険料控除額は、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う報酬月額及び厚生年

金保険料額であることが確認できる。 

また、申立人が、「海外現地法人から日本に帰国した後の期間である。」と主

張する平成 13 年２月の給与明細書において、申立人は、オンライン記録上の標

準報酬月額を上回る給与を得ていたことが確認できるが、当該給与から控除され

た厚生年金保険料額は、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う厚生年金保険

料額と一致している。 

さらに、厚生年金基金及び健康保険組合から提出された申立期間に係る「標準

報酬月額変更届」及び「標準報酬月額算定基礎届」によると、届出された標準報

酬月額は、オンライン記録と一致している。 

加えて、Ａ事業所に係るオンライン記録から、申立人の標準報酬月額は、遡及
そきゅう



  

して大幅に引き下げられているなどの不自然な点は確認できない。 

なお、申立人は、「平成 12 年 12 月と 13 年２月の給与明細書を比べると、給

与の額が増えているのに厚生年金保険料の控除額が同額となっていることに納得

がいかない。」と主張しているが、申立人が提出した平成 12 年 12 月及び 13 年

２月の給与明細書のみでは、同年２月の標準報酬月額を増額した同年同月の給与

に見合った額に改定することが必要であったと判断することはできない。 

このほか、申立人が申立期間にその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料、周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

   


